予　　算　　要　　求　　資　　料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費
	事業名:岐阜県がん情報センター運営費補助金（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　健康福祉部　保健医療課　地域保健・健康増進担当　電話番号：058-272-1111（2539）
  E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,000千円（前年度予算額：１0,000千円）
※地域医療再生基金
	要求内容


	１　要求の内容


【背景】

　　現在、国民の２人に1人はがんになるといわれており、がんは身近な病気といえる。また、がんによる死亡者も死亡者全体の約３割を占め、今後、がん死亡者数は増加すると考えられている。反面、がんは早期発見、早期治療によって治癒することもあるが、その闘病期間は再発しないことが確認されるまでの５年間にわたる。このように、がんにり患することによる負担は大きく不安も強い。そこで、がんに関する正しい情報を得て、がんの治療、療養に立ち向かうことが重要である。そのため、岐阜県がん情報センターを設置し、県民に対しがんに関する情報を一元化して提供をしていくものである。

・平成２２年度岐阜県の死因別死亡数に占める「がん」死亡数は５，６２２人で２７．８％（県民の３人に1人が「がん」で死亡）

・国立がん研究センターがん対策情報センターによれば、生涯で「がん」にかかる確率は、男性５４％、女性４１％（日本人の２人に１人が「がん」になる）
平成２４年度　岐阜県がん対策推進計画改定
〔全体目標〕がんと診断されたときからの緩和ケアの実施や、がん医療、相談支援や情報提供等の充実を目指します。
平成２２年９月１日　岐阜県がん対策推進条例　施行
（がん医療に関する情報の収集及び提供）
第12条　県は、県民ががん医療に関する適切な情報を得られるよう、がん診療連携拠点病院をはじめとする医療機関の診療情報その他がん医療に関する情報の収集及び提供のために必要な施策を講ずるものとする。
【内容】

　　がん登録、がん医療に関する情報を岐阜県がん情報センターに集約し、県民にわかりやすく情報提供する。

○岐阜県がん情報センター（岐阜大学医学部附属病院に設置）に対する運営費補助　
　　必要な情報内容の検討、患者ニーズの分析、地域のがん情報の分析、地域の医療機

関情報の分析等

	２　所要経費


岐阜県がん情報センター運営費補助（情報収集・分析・情報提供）及び事務費（旅費、需用費、役務費）10,000千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２４～２５年度にかけて「岐阜県がん情報センター」を開設し、がんの療養情報やがん登録等を分析して県民に向けて発信します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	事業内容がホームページの作成や情報の分析であるため定量的な指標を示すことは困難である。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　打合せ会議３回　１０月２５日　１２月４日　１２月２７日
　


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　岐阜県がん情報センターのホームページを作成した。平成２４年度中に県民に公開予定である。
　平成２５年度は、地域のがん情報の分析、地域の医療機関の情報の分析を進め、ホームページで公開していく予定である。
これにより、県民が、がんに関する一元化した正しい情報を入手することができ、がんの療養に関する不安を解消するとともに、自らが希望する治療を選ぶことができる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	がんにり患する患者は増えており、疾患や治療法のほか療養生活全般に関する正しい情報が求められている。行政ががん診療連携拠点病院と協働して情報発信することは必要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	岐阜県がん情報センターが開設され、ホームページもコンテンツから検討作成されており、質の高い情報が提供されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　がん診療連携拠点病院と協働することにより、専門的知識と技術を持った人材の協力を得ることができ効率的に実施されている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　常に新しく正しい情報を提供できるよう、更新作業が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　平成２５年度までにホームページを完成させ情報分析のベースを作り、その後は、専門知識と技術を有している岐阜県がん診療連携拠点病院が管理することとして事業を終了する。



